
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（ 繰入金 ）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

校内外において模擬授業や事例研究などの実践的な研修を行っている学校の割合を、H29年度90％に向け、H26年度76.5％以上
にする。

100,267 128,191 0

（予算案）

文部科学省等主催研修派遣事業 直接

直接 ・40歳代の教員に対する研修の実施 0

H26

1,838

（当初）

3,943 3,738

直接
・小・中・高教諭等の上級免許状取得、特別支援学
校の正規資格付与のための講習講座の開設

1,891

・文部科学省等が実施する研修への教員派遣

合計

H25

キャリアアップ研修事業

事業番号 14 05 10 事業改善シート （26年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 教職員研修事業費 担
当
課

部局

総合５か
年計画

４　安全・安心・信頼の学校づくり 実施期間

教育委員会事務局

課・室 教学指導課

kyogaku@pref.nagano.lg,jpプロジェクト  ８-３-１　教育再生プロジェクト E-mail

施策の総合的展開
７－１　子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす学校教育の充実

不明 ～

可能

目指す姿

現状
　・新たに作成された長野県教員研修体系により、教員の資質能力の向上を図る研修の充実が一層求められている。
　・模擬授業や事例研究などの実践的な研修が校内外で行えるようにする必要がある。
　（校内外で実践的な研修を行っている学校の割合　現状66.6％）

県が関与
する理由

　・子どもの命と安全を守り、夢や可能性を育む教員
　・専門性を磨き、人間力を高めるために学び続ける教員

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

地方公務員法、教育公務員特例法、教育公務員特例法施行令、教育職員免許法、教育職員
免許法施行規則　等県民との協働による実施：

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

10年経験者研修事業 直接 ・在職期間10年目を迎えた教員に対する研修の実施 5,458 5,172

初任者研修事業 直接 ・新任教員に対する実践的研修の実施 88,770 111,729

1,595

（要求）

初任者研修の抜本的な改革
に関する調査研究事業

直接
・県立高校８校を指定し、初任者に対する研修を調
査研究

0 3,900

教育職員免許法認定講習

24年度 25年度

教員研修改善事業 直接 ・教員研修の有効な在り方の検討 205 219

26要求 26予算案 成果目標の達成状況23年度

補正予算 0 -3,600 0

100,267
校内外で実践的な
研修を行っている
学校の割合

当初予算 78,114 95,110

78,114合計（A) 91,510

128,191

Aの
財源

0 0

0
71.5%

77,068 90,464 98,819 126,841 0

1,350

100,267 128,191

0 0

予
算
額

前年度繰越 0 0 0 H27
目標目標 成果 達成状況

0 0

0

項目
H25末

（見込）

76.5%

H26

0

概　算
人件費

10.00 10.00 10.00 10.00

82,580

74,769 83,646

182,847 210,771

1,046 1,046 1,448

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

（指摘事項等） （対応）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円）

82,580 82,580 82,580 0

指摘事項等への対応

□監査

0 概算事業費（B（A）+C） 157,349 174,090

mailto:kyogaku@pref.nagano.lg,jp

